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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第36期

第２四半期累計期間
第37期

第２四半期累計期間
第36期

会計期間
自　2020年11月１日
至　2021年４月30日

自　2021年９月１日
至　2022年２月28日

自　2020年11月１日
至　2021年８月31日

売上高 (千円) 4,473,205 4,304,736 7,162,200

経常利益 (千円) 116,674 231,836 213,052

四半期（当期）純利益 (千円) 68,488 172,871 143,431

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) － － －

資本金 (千円) 815,722 815,722 815,722

発行済株式総数 (株) 5,460,400 5,460,400 5,460,400

純資産額 (千円) 3,034,846 3,167,009 3,032,506

総資産額 (千円) 7,115,981 6,992,548 6,703,412

１株当たり四半期（当期）純利益 (円) 13.38 34.78 28.30

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
(円) － － 28.29

１株当たり配当額 (円) － － 10.00

自己資本比率 (％) 42.6 45.3 45.2

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
(千円) 395,046 167,551 765,526

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
(千円) △136,678 △64,779 △138,339

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
(千円) △1,280,676 95,725 △1,675,021

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
(千円) 1,044,493 1,217,465 1,018,967

 

回次
第36期

第２四半期会計期間
第37期

第２四半期会計期間

会計期間
自　2021年２月１日
至　2021年４月30日

自　2021年12月１日
至　2022年２月28日

１株当たり四半期純利益 (円) 11.69 13.50

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。

２．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について、第36期第２四半期累計期間及び第37期第２四半期累計期

間は、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．第36期は、2020年11月１日から2021年８月31日までの10ヶ月を対象とした変則決算となっております。

５．「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号　2020年３月31日)等を第１四半期会計期間の期首から

適用しており、当第２四半期累計期間に係る主要な経営指標等については、当該会計基準等を適用した後の

指標等となっております。

 

２【事業の内容】

　当第２四半期累計期間において、当社は飲食事業に進出しました。

　なお、当該事業はセグメント情報における「その他」の区分に含まれております。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第２四半期累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更が

あった事項は、次のとおりであります。

　なお、文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。

　当社は、当第２四半期累計期間において飲食事業に進出したことにより、単一業態ではなくなりました。そのた

め、前事業年度の有価証券報告書に記載した「（18）単一業態であることのリスク」を「（18）印刷事業への依存に

ついて」に記載変更しております。

 

　また、以下の見出しに付された項目番号は、前事業年度の有価証券報告書における「第一部　企業情報　第２　事

業の状況　２　事業等のリスク」の項目番号に対応したものです。

（18）印刷事業への依存について

　当第２四半期累計期間において、当社は飲食事業に進出しましたが、当社の売上高は、主力事業である印刷事業へ

依存している状態となっております。国内印刷市場またはインターネット印刷通販の市場が、コロナウイルス感染症

の影響を受けつつも回復基調にあることに加え、ユーザー数の増加やサービスの拡充等により今後も印刷事業は拡大

していくものと考えておりますが、当社の運営するプリントネット・プリントプロの利用者の減少や市場規模の縮小

等の要因により印刷事業の売上高が減少した場合には、当社の財政状態や経営成績に影響を及ぼす可能性がありま

す。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において判断したものであります。

　なお、前事業年度である2021年８月期は決算期変更に伴い、2020年11月１日から2021年８月31日までの10ヶ月を対

象とした変則決算となっております。このため、対前年同期比については期間が異なることから記載しておりませ

ん。

(1) 経営成績の状況

　当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、新型コロナウイルス変異株の世界的な感染拡大の影響等により、

依然として景気の先行きが不透明な状況が続いております。

　当第２四半期累計期間において、印刷売上高は4,278,509千円、内、大口得意先（※）への印刷売上高は

1,719,339千円、大口得意先以外の会員の印刷売上高は2,559,170千円となりました。また、新規会員数は8,204社

（予想における通期累計新規会員数に対する進捗率70.3％）であり、大口得意先以外の新規及び既存を含めた会員

１社当たりの第２四半期累計期間における平均売上高は13,759円となっております。なお、１社当たりの新規獲得

に係る広告宣伝活動における単価は6,278円となっております。

(※昨年までは、パートナー企業と記載しておりましたが、今期より大口得意先と記載変更しております。)

　以上の結果、当第２四半期累計期間における売上高は4,304,736千円、営業利益は209,993千円、経常利益は

231,836千円、四半期純利益は172,871千円となりました。

　なお、当第２四半期会計期間より、従来のインターネットによる受注を中心とした印刷物及び印刷資材の通信販

売を提供する事業（以下「ネット印刷通信販売事業」という。）の単一セグメントから、報告セグメントに含まれ

る事業セグメントの「ネット印刷通信販売事業」と、報告セグメントに含まれない事業セグメントの「その他」に

変更しております。なお、「その他」の区分は、飲食事業です。

　セグメントごとの経営成績は次のとおりであります。

 

①ネット印刷通信販売事業

　印刷業界におきましては、コロナ禍における生活様式の変化に伴いＷＥＢ会議システム等を利用したオンライ

ンでのコミュニケーションが増加したことや、デジタル化の加速による紙媒体の需要減少、原材料費やエネル

ギー価格の高騰が重なり、厳しい経営環境となっております。しかし、ネット印刷通販業界はコロナ禍以前の５

年間において毎年10%程度市場が拡大したと言われており、新型コロナウイルス感染症の影響に関しても、印刷

業界全体に比べ印刷需要の落ち込みは少なかったと考えております。

　このような状況のもと、当社は強みをさらに伸ばすため、将来に向けて、売上拡大や顧客の囲い込み、生産管

理体制に対応できることを目的とした次世代基幹システムの構築を行っております。

　また、大口得意先との取引条件の見直しや、従業員の多能工化による人員の適正化及び効率化を行い、営業利

益の改善につなげました。なお、当第２四半期会計期間末時点で稼働している大型オフセット印刷機は、前事業

年度と変わらず合計９台となっております。

　この結果、売上高は4,304,736千円、セグメント利益は212,101千円となっております。

 

②その他の事業

　その他の事業のセグメント損失は2,108千円です。
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(2) 財政状態の状況

（資産）

　当第２四半期会計期間末における流動資産合計は、前事業年度末に比べ395,089千円増加し、2,689,936千円とな

りました。その主な要因は、現金及び預金が198,498千円増加したこと及び受取手形及び売掛金が105,362千円増加

したこと等によるものです。

　当第２四半期会計期間末における固定資産合計は、前事業年度末に比べ105,953千円減少し、4,302,611千円とな

りました。その主な要因は、機械及び装置（純額）が131,589千円減少したこと等によるものです。

　この結果、当第２四半期会計期間末における資産合計は前事業年度末に比べ289,136千円増加し、6,992,548千円

となりました。

 

（負債）

　当第２四半期会計期間末における流動負債合計は、前事業年度末に比べ71,113千円増加し、1,921,047千円とな

りました。その主な要因は、買掛金が61,284千円増加し、未払法人税等が56,378千円増加したこと、1年内返済予

定の長期借入金54,657千円の減少等によるものです。

　当第２四半期会計期間末における固定負債合計は、前事業年度末に比べ83,518千円増加し、1,904,490千円とな

りました。その主な要因は、長期借入金が90,626千円増加したこと等によるものです。

　この結果、当第２四半期会計期間末における負債合計は前事業年度末に比べ154,632千円増加し、3,825,538千円

となりました。

 

（純資産）

　当第２四半期会計期間末における純資産合計は、前事業年度末に比べ134,503千円増加し、3,167,009千円となり

ました。その要因は、利益剰余金が123,238千円増加したこと等によるものです。

　この結果、自己資本比率は45.3％となり、前事業年度末に比べ0.1ポイント増加しました。

 

(3) キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期累計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前事業年度末に比べ

198,498千円増加し、1,217,465千円となりました。

　当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果得られた資金は、167,551千円（前年同期は395,046千円の収入）となりました。これは主に、税

引前四半期純利益289,168千円、減価償却費255,203千円の計上といった増加要因によります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、64,779千円（前年同期は136,678千円の支出）となりました。これは主に、有

形固定資産の取得による支出77,433千円、無形固定資産の取得による支出39,725千円、及び保険積立金の解約によ

る収入79,458千円等によるものです。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果得られた資金は、95,725千円（前年同期は1,280,676千円の支出）となりました。これは主に、

長期借入による収入500,000千円、長期借入金の返済による支出354,717千円等によるものです。

 

(4) 経営方針・経営戦略等及び指標等

　当第２四半期累計期間において、経営方針・経営戦略等及び指標等について重要な変更及び新たに定めた経営方

針等はありません。

 

(5) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題について重要な変更及び新たに発生した課

題はありません。

 

 

 

(6) 研究開発活動

　該当事項はありません。

 

３【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 17,500,000

計 17,500,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2022年２月28日）

提出日現在発行数
（株）

（2022年４月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 5,460,400 5,460,400
東京証券取引所

スタンダード市場

単元株式数は100株で

あります。

計 5,460,400 5,460,400 － －

（注）１．提出日現在発行数には、2022年４月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行さ

れた株式数は、含まれておりません。

２．当社は東京証券取引所ＪＡＳＤＡＱ（スタンダード）市場に上場しておりましたが、2022年４月４日付けの

東京証券取引所の市場区分の見直しに伴い、同日以降の上場金融商品取引所名は、東京証券取引所スタン

ダード市場となっております。

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

2021年12月１日～

2022年２月28日
－ 5,460,400 － 815,722 － 795,722
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（５）【大株主の状況】

  2022年２月28日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式
（自己株式を
除く。）の
総数に対する
所有株式数の
割合（％）

ＰＮコーポレーション株式会社 鹿児島県鹿児島市樋之口町 2,000,000 40.09

小田原　洋一 鹿児島県鹿児島市 792,600 15.88

森田　樹里 埼玉県川口市 150,000 3.00

池谷　誠一 神奈川県相模原市中央区 134,500 2.69

株式会社小森コーポレーション 東京都墨田区吾妻橋３丁目11番１号 129,800 2.60

吉岡　裕之 大阪府茨木市 121,500 2.43

株式会社ＳＢＩ証券 東京都港区六本木１丁目６番１号 88,092 1.76

金　大鉱 岐阜県多治見市 87,100 1.74

赤江　地衣 鹿児島県鹿児島市 61,700 1.23

株式会社網中
福岡県北九州市小倉北区東港２丁目５番１

号
42,600 0.85

計 － 3,607,892 72.32
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2022年２月28日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 471,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,987,700 49,877 －

単元未満株式 普通株式 1,100 － １単元（100株）未満株式

発行済株式総数  5,460,400 － －

総株主の議決権  － 49,877 －

（注）　単元未満株式には自己株式48株が含まれております。

②【自己株式等】

    2022年２月28日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総

数に対する所

有株式数の割

合（％）

プリントネット株式会社
鹿児島県鹿児島市

城南町10番７号
471,600 - 471,600 8.63

計 － 471,600 - 471,600 8.63

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（2021年12月１日から2022年２

月28日まで）及び第２四半期累計期間（2021年９月１日から2022年２月28日まで）に係る四半期財務諸表について、

史彩監査法人による四半期レビューを受けております。

 

３　四半期連結財務諸表について

　当社は、子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。

 

４　決算期変更について
　当社は、2021年1月28日開催の第35期定時株主総会において、定款一部変更の件を決議し、決算日を10月31日から

８月31日へと変更いたしました。従いまして、前第２四半期累計期間は、2020年11月１日から2021年４月30日まで、

当第２四半期累計期間は、2021年９月１日から2022年２月28日までとなっております。
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１【四半期財務諸表】

（１）【四半期貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前事業年度

(2021年８月31日)
当第２四半期会計期間
(2022年２月28日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,018,967 1,217,465

受取手形及び売掛金 633,285 738,647

製品 7,384 7,531

仕掛品 22,125 25,949

原材料及び貯蔵品 401,662 460,502

未収還付法人税等 177 16

その他 213,530 242,467

貸倒引当金 △2,286 △2,643

流動資産合計 2,294,847 2,689,936

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 1,062,950 1,035,613

機械及び装置（純額） 2,159,739 2,028,149

土地 594,809 594,809

その他（純額） 188,910 199,857

有形固定資産合計 4,006,409 3,858,431

無形固定資産 119,016 151,994

投資その他の資産   

投資その他の資産 292,757 306,048

貸倒引当金 △9,618 △13,862

投資その他の資産合計 283,138 292,186

固定資産合計 4,408,565 4,302,611

資産合計 6,703,412 6,992,548

負債の部   

流動負債   

買掛金 667,619 606,335

１年内返済予定の長期借入金 632,837 687,494

未払法人税等 70,000 126,378

賞与引当金 51,793 51,793

その他 427,683 449,045

流動負債合計 1,849,934 1,921,047

固定負債   

長期借入金 1,443,002 1,533,628

ポイント引当金 80,280 47,577

退職給付引当金 85,732 96,000

役員退職慰労引当金 4,545 4,845

長期未払金 207,325 207,325

その他 86 15,113

固定負債合計 1,820,972 1,904,490

負債合計 3,670,906 3,825,538

純資産の部   

株主資本   

資本金 815,722 815,722

資本剰余金 796,985 797,668

利益剰余金 1,696,317 1,819,555

自己株式 △278,399 △264,172

株主資本合計 3,030,625 3,168,773

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,880 △3,329

評価・換算差額等合計 1,880 △3,329

新株予約権 － 1,565

純資産合計 3,032,506 3,167,009

負債純資産合計 6,703,412 6,992,548
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（２）【四半期損益計算書】

【第２四半期累計期間】

  （単位：千円）

 
 前第２四半期累計期間
(自　2020年11月１日
　至　2021年４月30日)

 当第２四半期累計期間
(自　2021年９月１日
　至　2022年２月28日)

売上高 4,473,205 4,304,736

売上原価 3,534,194 3,338,602

売上総利益 939,010 966,133

販売費及び一般管理費 ※ 801,556 ※ 756,139

営業利益 137,454 209,993

営業外収益   

受取利息 22 24

受取配当金 622 933

受取賃貸料 4,866 5,055

雇用調整助成金 6,274 －

受取補償金 － 21,345

その他 702 544

営業外収益合計 12,488 27,904

営業外費用   

支払利息 3,867 3,967

賃貸費用 814 790

支払賃借料 26,901 －

支払手数料 1,684 244

その他 － 1,059

営業外費用合計 33,268 6,061

経常利益 116,674 231,836

特別利益   

固定資産売却益 27 －

保険解約返戻金 1,027 58,507

特別利益合計 1,055 58,507

特別損失   

工場閉鎖損失 1,508 －

固定資産除却損 － 1,176

特別損失合計 1,508 1,176

税引前四半期純利益 116,221 289,168

法人税、住民税及び事業税 47,250 111,870

法人税等調整額 481 4,426

法人税等合計 47,732 116,296

四半期純利益 68,488 172,871
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
 前第２四半期累計期間
(自　2020年11月１日
　至　2021年４月30日)

 当第２四半期累計期間
(自　2021年９月１日
　至　2022年２月28日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 116,221 289,168

減価償却費 258,004 255,203

貸倒引当金の増減額（△は減少） △1,239 4,600

賞与引当金の増減額（△は減少） 4,316 －

ポイント引当金の増減額（△は減少） △10,046 △32,702

退職給付引当金の増減額（△は減少） 6,659 10,267

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 3,600 300

受取利息及び受取配当金 △644 △957

支払利息 3,867 3,967

保険解約返戻金 △1,028 △58,507

固定資産除却損 － 1,176

受取補償金 － △21,345

売上債権の増減額（△は増加） △808 △106,200

棚卸資産の増減額（△は増加） 10,264 △62,810

仕入債務の増減額（△は減少） 108,395 △61,284

前受金の増減額（△は減少） △24,412 1,548

未払金の増減額（△は減少） △5,561 52,280

未払消費税等の増減額（△は減少） △71,070 △65,238

その他 △1,012 △1,174

小計 395,506 208,290

利息及び配当金の受取額 644 951

利息の支払額 △3,724 △3,667

補償金の受取額 － 21,345

法人税等の支払額 △4,120 △59,529

法人税等の還付額 6,739 161

営業活動によるキャッシュ・フロー 395,046 167,551

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △85,348 △77,433

無形固定資産の取得による支出 △18,670 △39,725

敷金及び保証金の差入による支出 △374 △10,500

敷金及び保証金の回収による収入 － 720

保険積立金の積立による支出 △18,104 △14,416

保険積立金の解約による収入 1,028 79,458

短期貸付金の増減額（△は増加） 60 242

その他 △15,269 △3,124

投資活動によるキャッシュ・フロー △136,678 △64,779

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の返済による支出 △750,000 －

長期借入れによる収入 100,000 500,000

長期借入金の返済による支出 △544,416 △354,717

配当金の支払額 － △49,557

自己株式の取得による支出 △86,260 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,280,676 95,725

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,022,309 198,498

現金及び現金同等物の期首残高 2,066,802 1,018,967

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 1,044,493 ※ 1,217,465
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（収益認識に関する会計基準等の適用）

　「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号　2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当

該財またはサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。なお、「収益認識に関する

会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱いを適用し、製品の販売において、出荷時から当該製品の支

配が顧客に移転されるときまでの期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

　収益認識会計基準等の適用による主な変更点は以下のとおりであります。

 

・自社ポイント制度に係る収益認識

　顧客への販売に伴って付与する自社ポイントについて、従来は、将来のポイント使用に備えるため将来使用さ

れると見込まれる額を「ポイント引当金」として計上する方法によっておりましたが、履行義務として識別し、

収益の計上を契約負債として繰り延べる方法に変更しております。

 

　収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、第１四半期会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期会

計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

　この結果、従来の会計処理と比較して、当第２四半期累計期間の売上高は28,556千円、販売費及び一般管理費

は28,556千円それぞれ減少しておりますが、営業利益、経常利益、税引前四半期純利益には影響ありません。ま

た、利益剰余金期首残高に与える影響はありません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計

基準第12号　2020年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第２四半期累計期間に係る顧客

との契約から生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

 

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号　2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基準」

（企業会計基準第10号　2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等が

定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することといたしました。なお、四半期財務諸表に与える影響は

ありません。

 

（四半期損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

 
　前第２四半期累計期間
（自　2020年11月１日

　　至　2021年４月30日）

　当第２四半期累計期間
（自　2021年９月１日

　　至　2022年２月28日）

荷造運搬費 441,844千円 419,670千円

賞与引当金繰入額 2,589千円 7,769千円

役員退職慰労金引当金繰入額 3,600千円 300千円

ポイント引当金繰入額 12,910千円 △15,321千円

退職給付費用 1,414千円 3,239千円

 

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

 
前第２四半期累計期間
（自　2020年11月１日
至　2021年４月30日）

当第２四半期累計期間
（自　2021年９月１日
至　2022年２月28日）

現金及び預金 1,044,493千円 1,217,465千円

預入期間が３か月を超える定期預金 － 〃  －〃

現金及び現金同等物 1,044,493千円 1,217,465千円
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（株主資本等関係）

Ⅰ．前第２四半期累計期間（自　2020年11月１日　至　2021年４月30日）

１．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2020年９月14日開催の取締役会決議及び2021年４月14日開催の取締役会決議に基づき、自己株式

170,000株の取得を行いました。また、2021年２月12日開催の取締役会において決議された内容に基づき、譲渡

制限付株式報酬として30,000株の処分を行いました。この結果、当第２四半期累計期間において自己株式が

70,944千円増加し、当第２四半期会計期間末において自己株式が195,197千円となっております。

 

Ⅱ．当第２四半期累計期間（自　2021年９月１日　至　2022年２月28日）

１．株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2021年12月14日開催の取締役会決議に基づき、譲渡制限付株式報酬として25,400株の処分を行いまし

た。この結果、当第２四半期累計期間において自己株式が14,226千円減少し、当第２四半期会計期間末において

自己株式が264,172千円となっております。

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期累計期間（自　2020年11月１日　至　2021年４月30日）

　当社は、ネット印刷通信販売事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。

 

Ⅱ　当第２四半期累計期間（自　2021年９月１日　至　2022年２月28日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

     単位（千円）

 報告セグメント

その他
（注１）

合計
四半期損益計算書

計上額
（注２） 

ネット印刷
通信販売
事業

計

売上高      

印刷売上高 4,278,509 4,278,509 - 4,278,509 4,278,509

資材売上高 24,221 24,221 - 24,221 24,221

その他売上高 2,005 2,005 - 2,005 2,005

顧客との契約から生じる

利益
4,304,736 4,304,736 - 4,304,736 4,304,736

その他の収益 - - - - -

外部顧客への売上高 4,304,736 4,304,736 - 4,304,736 4,304,736

セグメント間の内部売上

高又は振替高
- - - - -

計 4,304,736 4,304,736 - 4,304,736 4,304,736

セグメント利益又は損失 212,101 212,101 △2,108 209,993 209,993

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、飲食事業です。

２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と一致しております。

 

２．報告セグメントの変更等に関する事項

　当社の報告セグメントは、従来より「ネット印刷通信販売事業」の単一セグメントでありましたが、飲食

事業を開始したことにより、当第２四半期会計期間より、報告セグメントの「ネット印刷通信販売事業」

と、報告セグメントに含まれない事業セグメントの「その他」に変更することといたしました。

　また、会計方針の変更に記載の通り、「収益認識に関する会計基準」等を第１四半期会計期間の期首から

適用し会計処理を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の測定方法を同様に変更しております。

　当該変更により従来の方法に比べて、当第２四半期累計期間の「ネット印刷通信販売事業」の売上高は

28,556千円減少しておりますが、セグメント利益に影響はありません。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりです。

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期累計期間
（自　2020年11月１日
至　2021年４月30日）

当第２四半期累計期間
（自　2021年９月１日
至　2022年２月28日）

(1) １株当たり四半期純利益 13円38銭 34円78銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益（千円） 68,488 172,871

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益（千円） 68,488 172,871

普通株式の期中平均株式数（株） 5,117,050 4,969,807

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 － －

（算定上の基礎）   

四半期純利益調整額（千円） － －

（うち支払利息（税額相当額控除後）（千円） － －

（うち優先配当額（千円）） － －

普通株式増加数（株） － －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益の算定に含めなかった潜在株式

で、前事業年度末から重要な変動があったものの概

要

－

2021年10月14日開催の取締役会

決議による第2回新株予約権

新株予約権の数　432個

（普通株式　43,200株）

（注）　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載

しておりません。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

 

 

 

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2022年４月14日

プリントネット株式会社

取締役会　御中

 

史彩監査法人

東京都港区

 

 
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 伊藤　　肇

 

 
指 定 社 員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 人見　亮三郎

 

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているプリントネット

株式会社の2021年９月1日から2022年８月31日までの第37期事業年度の第２四半期会計期間（2021年12月1日から2022年２

月28日まで）及び第２四半期累計期間（2021年９月1日から2022年２月28日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四

半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る四半期財務諸表の作成基準に準拠して、プリントネット株式会社の2022年２月28日現在の財政状態並びに同日をもって

終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全て

の重要な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任」に

記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人

としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断してい

る。

 

四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適正に

表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切である

かどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に基づいて継続企業に関する

事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

四半期財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半期

財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通じ

て、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュー

手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施さ

れる年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか

結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書において四

半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でな
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い場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、

四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし

て存続できなくなる可能性がある。

・四半期財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に

準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期財務諸表の表

示、構成及び内容、並びに四半期財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が

認められないかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な

発見事項について報告を行う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを

講じている場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上
 

（注）１．上記の四半期レビュー報告書の原本は当社(四半期報告書提出会社)が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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